
英国のＥＵ離脱と
スコットランド

２０２０年２月

在エディンバラ日本総領事館



２０１６年６月２３日
ＥＵ離脱国民投票

＜英国全体＞
離脱：５２％ 残留：４８％

スコットランドは残留支持
（有権者3,987,112人中、約１６６万票）
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ＢＲＥＸＩＴに関するスコットランド政府の懸念

１．スコットランドは自らの意思に反してＥＵから引きずり出された

• 英国政府の決定に従うのではなく，スコットランドは独立したＥＵ加盟国となるべき。Ｂ
ＲＥＸＩＴによりスコットランド独立の気運が高まった。

• 独立住民投票の実施に必要な権限委譲を求めるも英政府が却下（「１９９８年スコット
ランド法」第３０条＝Section 30 Order）。

２．スコットランド経済への影響への懸念

・ ＥＵ離脱により外国からの投資が妨げられ、一人頭１，６００ポンドの損失が経済に及
ぶとの報告書を発表（２０１９年１１月）。特に、経済の７５％を構成するサービス部門を
中心に，ＥＵ諸国からのヒトの移動の自由への制約と物流の滞留を強く懸念。

• １月２８日，スタージョン首席大臣は離脱後の労働力確保を目的として独自査証の導
入を提案→数時間後，英政府により却下。

３．北アイルランド国境問題への懸念

・ 離脱協定（政治宣言）の下で，移行期間後も北アイルランドが単一市場にとどまること
で、スコットランドが比較劣位に置かれる。
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スコットランド政府の今後の戦略

４．独立住民投票の実施に向け英政府へのプレッシャーを高めていく。

• 「スコットランドの将来をスコットランド人が選択する権利が認められるべきである」との
主張の下，ＳＮＰ強硬派が諮問的投票を主張するのに対し，執行部はあくまでも第３０
錠に基づく住民投票を追及する構え。

• スコットランド独立に関する第二回住民投票の実施を掲げて，２０２１年のスコットランド
議会選でＳＮＰが大勝すれば，英保守党新政権が住民投票の実施を拒否するのは極
めて難しくなる。

５．将来スコットランドの独立が実現した際に，ＥＵに加盟する資格，能力を十分に備えて
いることがアピールできるようにするために，ＥＵの掲げている政策課題を忠実に，分
野によってはＥＵに先駆けて実現する。

• 移民への寛容な対応，英より先を行く環境政策（２０２０年までに再生可能エネ１００％，
２０２１年までにプラ全廃），高い生活保護受給率，過疎化への対応。科技推進，等

６．ＥＵ離脱の過程で英国の諸政策が変更，調整されていく中，あらゆる機会を逃がさず
にスコットランドの利益を増進する。

• 英政府のポイント制導入に合わせたスコットランド査証提案，漁業権を巡る交渉等
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スコットランドの貿易

• ６割以上が英国内への移出入。

• 対日輸出：５億３千万ポンド（英国外輸出の約１．６％）、米・独・中に次ぎ
第１９位（２０１７年）。

• ウイスキー（２０１９年１０月時点で対日輸出２１％増）、サーモン（同対日
輸出７２％増）等。
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２０１６年６月２４日 : 独立再住民投票は”Highly likely”。
２０１７年３月１６日 : ２０１８年１０月～１９年初め（離脱前）の実施を示唆。
２０１７年６月２７日 : 実施計画の発表を少なくとも２０１８年秋まで延期。
２０１８年６月９日（ＳＮＰ党大会） : 『いつ』だけでなく『なぜ』についての説得が重要。
２０１８年１０月９日（ＳＮＰ党大会） : 独立というゴールは「明らかに視野に入っている」。
２０１８年１１月２０日 ： 今会期中（２０１６年～２０２１年）は行わない。
２０１９年２月４日 ： 投票の時期を「数週間の内に」発表する。
２０１９年２月６日 ： ＢＲＥＸＩＴの行く末を見極めた上で判断する。
２０１９年３月２２日 ： スコットランドが独立した将来を選択するのが最善の途。
２０１９年４月２４日 ： 英国政府の承認を得た上で、今会期中（２０２１年前）に行う。
２０１９年５月２４日 ： （欧州議会選挙の大勝を受け）２０２０年後半に行いたい。

２０１９年１０月１５日（ＳＮＰ党大会）：本年中に住民投票実施の権限委譲を英政府に
要請し，来年には住民投票を実施しなければらない。

２０１９年１２月：（総選挙の大勝を受け）英政府より実施のための権限委譲を得て２０
２０年後半に実施。

２０２０年１月３１日（離脱日）：独立住民投票の実施は鉄のように堅い民主的マン
デート。諮問的住民投票の合法性を裁判所に判断させる可能性はある。
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スコットランド独立に関する首席大臣発言



２０１４年９月１８日 スコットランド独立住民投票
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反対：５５％（200万票） 賛成：４５％（162万票）

＜スコットランド独立住民投票では，１６歳以上，在住ＥＵ加盟国国民にも投票権あり＞

（有権者 4,283,392人）



英国総選挙
（英議会スコットランド議席）

２０１７年６月
スコットランド選挙区 ５９議席中
• ＳＮＰ 56議席 → 35議席
• 保守党 1議席 → 13議席
• 労働党 1議席 → 7議席
• 自民党 1議席 → 4議席
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２０１５年５月
スコットランド選挙区 ５９議席中
• ＳＮＰ 6議席 → 56議席
• 保守党 1議席 → 1議席
• 労働党 41議席 → 1議席
• 自民党 11議席 → 1議席

２０１９年１２月
スコットランド選挙区 ５９議席中
• ＳＮＰ 35議席 → 48議席
• 保守党 13議席 → 6議席
• 労働党 7議席 → 1議席
• 自民党 4議席 → 4議席



英総選挙後の動き

• ＥＵ離脱に対する保守党への信任を主な争点とする総選挙（２０１９
年１２月）で保守党が歴史的大勝，ＳＮＰも議席を大きく伸ばし地滑り
的勝利。

• １月２３日離脱法案が英議会を通過，ＥＵと離脱協定を締結，３１日に
離脱。

• １２月１４日，スタージョン首席大臣との電話会談で，ジョンソン首相
は「２０１４年の独立住民投票の結果は決定的であり，第二回独立住
民投票を認めるつもりはない」と発言。

• １２月１９日，スタージョン首席大臣は「１９９８年スコットランド法」改正
案（独立住民投票を実施する権限を英議会がスコットランド議会に委
譲する条項の追加）を提案→１月１４日，ジョンソン首相が書簡で拒否。
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英政府がスコットランド独立住民投票の実施を拒否すれば
するほど，独立の気運を高めることになる。



独立に対する賛否の推移

（１）スコットランドの有権者は、直ぐに独立住民投票を行うことには懸念。

- ＢＲＥＸＩＴによる不確実性に加え、住民投票実施がもたらす不確実性が
追加されることへの嫌気

- 社会や人間関係が分断されることへの嫌気

- 通貨・国境・年金・防衛等の未解決の問題の存在

（２）中・長期的な独立への希求と上記の不安感とが共存している。
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裁判所への申立を巡る動き

→スコットランドで始まった動きが大きな波及力を持っている。

＜欧州司法裁判所（ＥＣＪ）＞
２０１７年１１月 スコットランドの超党派グループが、「ＥＵの同意なく英国がＢＲＥＸＩＴを止められるか」

につきＥＣＪの見解を求めるよう、スコットランド民事最高裁判所外院に申立。
２０１８年２月 外院が却下。３月、内院が外院に差し戻し。６月、外院が再度却下。
２０１８年９月 内院が、ＥＣＪの見解を求めることを裁定。
２０１８年１０月 英政府が、英最高裁に付託するよう要求。英最高裁が却下。１１月、ＥＣＪで聴聞。

２０１８年１２月 「ＥＵ他加盟国の同意がなくても英国はＢＲＥＸＩＴを撤回可能」とのＥＣＪ裁定。スコット
ランド民事最高裁判所内院が同裁定を承認。

２０１９年 ３月 ＥＣＪの裁定を背景に、スコットランド議会はＥＵ基本条約第５０条を無効にし、ＥＵ離
脱を中止すべきとの動議を可決。

＜スコットランド最高裁判所＞
２０１９年 ８月 ６日、上記メンバーを含む超党派グループが、スコットランド民事最高裁判所に対して、

合意なき離脱に反対できないよう英議会を閉会することは違法かつ違憲との裁定
を申請（英最高裁が夏期閉鎖中だったため）。２９日、首相による議会閉会発表を
受けて同内容の緊急裁定を求めたものの却下。

２０１９年 ９月 ４日 スコットランド民事最高裁判所外院が、司法になじまないとして却下。

２０１９年 ９月１１日 スコットランド民事最高裁判所内院が「首相による女王への進言とその後の議
会閉会は違法(unlawful)であり効力を有さない」と裁定。

２０１９年 ９月２４日 英最高裁も，９月第二週から１０月１４日までの議会閉会を女王陛下に助言する
決定は違法かつ無効であり，議会閉会も無効との判決。

11



超党派 日・スコットランド友好議連

• ２０１９年２月２７日立ち上げ

– 会長 ディーン・ロックハート議員（蘇保守党）

– 副会長 ジェイミー・ハルクロウ・ジョンストン
議員（蘇保守党）

– 副会長 モーリーン・ワット議員（ＳＮＰ）
– ビル・ボウマン議員（蘇保守党）
– リアム・マッカーサー議員（蘇自民党）
– ポーリーン・マクニール議員（蘇労働党）
– コリン・スミス議員（蘇労働党）

他、企業、学界等から約４０名参加。

• 中小企業振興，日スコットランド文化交流 等について定期的に議論。
• ＢＲＥＸＩＴを契機とした日本との関係強化の必要性

• ＢＲＥＸＩＴはビジネス・学界等、認識と志を同じくする者による日英関係緊密化の
チャンス
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